
平成２８年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(624,502) (624,502) (499,601)

0 0

＜624,502＞ ＜624,502＞ ＜499,601＞

(269,800) (269,800) (215,840)

0 0 0

＜269,800＞ ＜269,800＞ ＜215,840＞

(335,869) (335,869) (293,885)

0 0

【他事業へ流用】（令和2年1月10日）
流用先①：Ｄ-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業
流用額①：17,269千円（国費：H26予算13,815千円）
流用先②：Ｄ-6-1東日本大震災特別家賃低減事業
流用額②：27,744千円（国費：H26予算22,195千円）
流用先③：Ｄ-5-2災害公営住宅家賃店廉価事業（補助率変
更分）
流用額③：34,575千円（国費：H26予算27,659千円）
【流用後総交付対象事業費】：8,098,647千円（国費：
6,478,916千円）

【他事業より流用】（平成29年1月19日）
流用元：D-4-1災害公営住宅整備事業（山下地区）
流用額：440,094千円（国費：385,081千円）
【流用後総交付対象事業費】1,145,567千円（国費：
1,002,368千円）

【他事業より流用】（平成30年1月17日）
流用元：D-17-1都市再生事業計画案作成事業（山下地区）
流用額：342,858千円（国費：300,000千円）
流用元：D-17-2都市再生事業計画案作成事業（坂元地区）
流用額：73,866千円（国費：64,632千円）
【流用後総交付対象事業費】1,562,291千円（国費：
1,367,000千円）

【他事業より流用】（平成31年1月11日）
流用元①：D-4-1災害公営住宅整備事業（山下地区）
流用額①：323,936千円（国費：H26予算283,444千円）
流用元②：D-4-2災害公営住宅整備事業（宮城病院地区）
流用額②：]182,986千円（国費：H26予算160,112千円）
流用元③：D-4-3災害公営住宅整備事業（坂元地区）
流用額③：56,384千円（国費：H26予算49,336千円）
【流用後総交付対象事業費】：2,125,597千円（国費
1,859,892千円）

【他事業より流用】（令和2年1月10日）
流用元：Ｄ-4-3災害公営住宅整備事業（坂元地区）、★F-
2-1-1市街地復興効果促進事業
流用額：159,440千円（国費：Ｄ-4-3よりＨ26予算125,695千
円、★F-2-1-1よりH28予算13,815千円）
【流用後総交付対象事業費】：2,285,037千円（国費：
1,999,402千円）

3/4 直接

  1  市街地復興効果促進事業  山元町  町

【他事業より流用】（平成29年5月10日）
流用元：D-13-1がけ地近接等危険住宅移転事業
流用額：[H24]9,690千円（国費：7,752千円）
流用後総交付対象事業費：575,490千円（国費：460,392千
円）

【他事業へ流用】（令和2年1月10日）
流用先：災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更分）
流用額：95,150千円（国費：H28予算76,120千円）
【流用後総交付対象事業費】：480,340千円（国費384,272千
円）

（様式１－４）

山元町 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年3月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 3/5

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 町  直接 4/5

39   D  -     1  -   3

  1  -37  ★  Ｆ  -     2

 
 上平磯線道路整備事業
（市街地相互の接続道路）

 磯地区  町  町

  災害公営住宅家賃低廉化事業
 つばめの杜

桜塚
新坂元駅周辺

 町  町41   D  -     5  -   1  



平成２８年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

山元町 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年3月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

＜335,869＞ ＜335,869＞ ＜293,885＞

(49,054) (49,054) (36,790)

0 0

【他事業より流用】（平成29年1月19日）
流用元：D-4-1災害公営住宅整備事業（山下地区）
流用額：440,094千円（国費：385,081千円）
【流用後総交付対象事業費】1,145,567千円（国費：
1,002,368千円）

【他事業より流用】（平成30年1月17日）
流用元：D-17-1都市再生事業計画案作成事業（山下地区）
流用額：342,858千円（国費：300,000千円）
流用元：D-17-2都市再生事業計画案作成事業（坂元地区）
流用額：73,866千円（国費：64,632千円）
【流用後総交付対象事業費】1,562,291千円（国費：
1,367,000千円）

【他事業より流用】（平成31年1月11日）
流用元①：D-4-1災害公営住宅整備事業（山下地区）
流用額①：323,936千円（国費：H26予算283,444千円）
流用元②：D-4-2災害公営住宅整備事業（宮城病院地区）
流用額②：]182,986千円（国費：H26予算160,112千円）
流用元③：D-4-3災害公営住宅整備事業（坂元地区）
流用額③：56,384千円（国費：H26予算49,336千円）
【流用後総交付対象事業費】：2,125,597千円（国費
1,859,892千円）

【他事業より流用】（令和2年1月10日）
流用元：Ｄ-4-3災害公営住宅整備事業（坂元地区）、★F-
2-1-1市街地復興効果促進事業
流用額：159,440千円（国費：Ｄ-4-3よりＨ26予算125,695千
円、★F-2-1-1よりH28予算13,815千円）
【流用後総交付対象事業費】：2,285,037千円（国費：
1,999,402千円）

【他事業より流用】（平成29年1月19日）
流用元：D-13-1がけ地近接等危険住宅移転事業
流用額：56,978千円（国費：42,733千円）
【流用後総交付対象事業費】164,725千円（国費：123,542千
円）

【他事業より流用】（平成30年1月17日）
流用元：◆D-20-1-1防災緑地整備計画事業
流用額：42,505千円（国費：31,878千円）

【流用後総交付対象事業費】207,230千円（国費：155,420千
円）

【他事業より流用】（平成31年1月11日）
流用元：D-4-3災害公営住宅整備事業（坂元地区）
流用額：58,029千円（国費：H26予算43,521千円）
【流用後総交付対象事業費】：265,259千円（国費：198,941
千円）

【他事業より流用】（令和2年1月10日）
流用元：★F-2-1-1市街地復興効果促進事業
流用額：29,594千円（国費：H28予算22,195千円）
【流用後総交付対象事業費】：294,853千円（国費：221,136
千円）

 直接 1/2

3/4 直接

 東日本大震災特別家賃低減事業
 つばめの杜

桜塚
新坂元駅周辺

 町  町42   D  -     6  -   1   

  災害公営住宅家賃低廉化事業
 つばめの杜

桜塚
新坂元駅周辺

 町  町41   D  -     5  -   1  



平成２８年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

山元町 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年3月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

＜49,054＞ ＜49,054＞ ＜36,790＞

(1,576,026) (1,576,026) (1,182,019)

0 0

＜1,576,026＞ ＜1,576,026＞ ＜1,182,019＞

(1,014,114) (1,014,114) (760,585)

0 0

＜1,014,114＞ ＜1,014,114＞ ＜760,585＞

(532,370) (532,370) (465,823)

0 0

＜532,370＞ ＜532,370＞ ＜465,823＞

(156,000) (156,000) (124,800)

0 0

＜156,000＞ ＜156,000＞ ＜124,800＞

【他事業より流用】（平成29年1月19日）
流用元：D-13-1がけ地近接等危険住宅移転事業
流用額：56,978千円（国費：42,733千円）
【流用後総交付対象事業費】164,725千円（国費：123,542千
円）

【他事業より流用】（平成30年1月17日）
流用元：◆D-20-1-1防災緑地整備計画事業
流用額：42,505千円（国費：31,878千円）

【流用後総交付対象事業費】207,230千円（国費：155,420千
円）

【他事業より流用】（平成31年1月11日）
流用元：D-4-3災害公営住宅整備事業（坂元地区）
流用額：58,029千円（国費：H26予算43,521千円）
【流用後総交付対象事業費】：265,259千円（国費：198,941
千円）

【他事業より流用】（令和2年1月10日）
流用元：★F-2-1-1市街地復興効果促進事業
流用額：29,594千円（国費：H28予算22,195千円）
【流用後総交付対象事業費】：294,853千円（国費：221,136
千円）

【他事業より流用】（平成29年1月19日）
流用元：D-13-1がけ地近接等危険住宅移転事業
流用額：84,000千円（国費：67,200千円）

【流用後総交付対象事業費】312,000千円（国費：249,600千
円）

【他事業へ流用】（令和2年1月10日）
流用先：D-5-2災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更
分）
流用額：70,852千円（国費：H28予算56,681千円）
【流用後総交付対象事業費】：241,148千円（国費192,919千
円）

【他事業より流用】（平成28年10月19日）
流用元：D-4-1災害公営住宅整備事業（山下地区）
流用額：1,028,668千円（国費：771,501千円）
流用後総交付対象事業費：9,556,346千円（国費：7,167,259
千円）

  防災集団移転促進事業

 新山下駅周
辺、宮城病院
周辺、新坂元

駅周辺

 町  町  直接 3/4

 直接 1/2

1/2

1/2

3/5

 東日本大震災特別家賃低減事業
 つばめの杜

桜塚
新坂元駅周辺

 町  町42   D  -     6  -   1   

44   D  -   15  -   2

  1  43   D  -   15  -

 

45   D  -   23  -   2  

 町  直接  津波復興拠点整備事業（山下地区）  新山下駅周辺  町

 直接  津波復興拠点整備事業（坂元地区）  新坂元駅周辺  町  町

 
 町道山下花釜線道路整備事業（市街地相互の接
続道路）

 花釜地区  町  町  直接63   -     1  -   5   D



平成２８年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

山元町 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年3月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(16,500) (16,500) (13,200)

0 0 0

＜16,500＞ ＜16,500＞ ＜13,200＞

(3,434) (3,434) (2,747)

0 0 0

＜3,434＞ ＜3,434＞ ＜2,747＞

(4,577,669) (4,577,669) (3,595,290) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜4,577,669＞ ＜4,577,669＞ ＜3,595,290＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

山元町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

4/5 直接 町 町 新山下駅周辺 新山下駅周辺地区交差点改良事業64  ◆  D  -   15  -   1  -   1

 

 町  直接 4/5

      

  2  -   1  新坂元駅周辺地区交差点改良事業  新坂元駅周辺  町65  ◆  D  -   15

     

 -

 

菅野　祐弥

市町村名 電話番号 0223-37-1118 kikakuzaisei.f@town.miyagi-yamamoto.lg.jp

合計額

都道県名 担当部局名 企画財政課
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